小規模化した県立高等学校（全日制）の学校間の連携の在り方について
　
２月３日、庄原市議会の教育民生常任委員会８名は、広島県教育委員会を訪れました。目的は、高等学校の再編問題等についての意見交換を含めた勉強会です。県教委からは、教育委員会教育部長の堀野昌三さん、学校経営課長の村上悦雄さん、他２名の担当官が出席されました。そして、午前１０時から１２時までの２時間、お互い、有意義な意見交換ができたと思います。以下は、その勉強会で議論された内容を私なりに纏めたものです。ですから、これは、はやし高正が感じたものでありますので、１００％県教委の考えではありませんので、誤解なきようにお願いします。
平成１３年１０月、「広島県高校教育改革推進協議会答申」が出され、平成１４年３月に県立高等学校再編整備基本計画（目標年度：平成１５年度～平成２０年度）が示されていました。そして、県立高等学校再編整備基本計画（平成２１年度～平成２５年度）により、魅力と活力ある県立高等学校づくりの推進が謳われ、二本柱として、【特色づくりの推進】と【適正規模化の推進】が明確に打ち出されたのです。そして、その適正規模化ということから、庄原格致高校（１学年３学級）と西城紫水高校（１学年１学級）、東城高校（１学年１学級）の市内３校が対象となっています。
広島県教委が示しているガイドラインは、統廃合の考え方として、①１学年１学級規模の学校は、当該学校の在籍状況（入学率など）、地元中学校の進学状況（地元率）等を勘案しつつ、統廃合を進める。②１学年２学級又は３学級規模の学校は、今後の生徒数の推移等を見ながら、近隣校との統廃合を検討するというものです。この文章だけ読めば、「大変なことになった」となりますが、平成２１年８月６日に広島県教育委員会が出した、「小規模化した県立高等学校（全日制）の学校間の連携の在り方について」趣旨の中に、計画に基づいて、統廃合による適正規模化を進めているが、その中で、生徒の多様な学習ニーズへの対応や互いに切磋琢磨する機会の拡大など教育活動の充実を図る観点から、学校間の連携の在り方について検討するとの記述があります。具体的には、教育条件を高めるために、近隣にある複数の学校が、校舎間の連携により適正規模（１学年４学級から８学級まで）を確保して、校地校舎をそのまま活用して、一体的な学校運営を行う。なお、対象となる学校の決定に当たっては、地理的条件や交通事情など当該地域の実態に配慮することと明記されています。
　
これが決定打ではありませんが、学校間の連携による教育活動の充実例として、「校舎方式」が考えられています。複数の小規模校が互いに連携しながら、授業等を行うというものです。統合した名称はつけますが、それぞれを○○校舎と呼びます。学校行事や部活動の合同実施や、教諭が相互に出向いて授業を実施することにより、専門の教諭が担当する科目数や選択科目の設置数が増加する効果があります。修学旅行の合同実施や、文化祭、体育祭、球技大会等の合同実施も考えられます。
　今回の勉強会で県教委が何度も念を押すように言われたのは、地元の意向を無視してまで統廃合を強引に行うつもりはありませんというものです。そんな中から出てきた案が、「校舎方式」ではないでしょうか。分校ではない、キャンパス方式とも呼べる方式で、地域に校舎を残しながら、先生が学校間を移動する、生徒も行事などでは移動することがあるというものです。ただし、これも何度も言われたのですが、地元の中学校の進学状況（地元率）の問題です。地元の中学生が地元の高校に進学することの重要性ということです。私はこう言いました。「地元の中学生が入学したいと思える、夢のある高等学校を作るのが県教委の仕事でしょう」と。そして、これ以上の南厚北薄（なんこうほくばく）は御免と申し上げました。
　私の受けた印象では、この「校舎方式」を県教委は採用するつもりで進めているのだなと感じました。これまでの小規模校では、臨時教員に頼った授業が多くされているが、「校舎方式」により、教諭が移動すれば専門科目の授業ができます。小規模校の中だけの学習や活動から、複数校での多人数の学習や活動が可能となり、正に切磋琢磨する機会が拡大するのではないでしょうか。まだまだ、実現に向けて解決しなければならない課題は多くありますが、地元の熱意が一番とも思えます。更に言うなれば、８年から１０年先にやってくる急激な少子化社会にどう向かっていくのか、ここを考えて行動しなければ、更に大変な事態が予想されます。
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